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占用物件の維持管理義務化

道路管理の充実による道路の安全性の更なる向上や物流生産性の向上
を図るため、「道路法等の一部を改正する法律」が本年3 月30 日に成立、
3 月31 日に公布されました（平成30 年法律第6 号）。

占用物件の維持管理義務（道路法第39 条の8 及び第39 条の9 関係）
近年、占用物件が道路の構造や交通に支障を及ぼす事例が多数発生していますが、特に、下水道の管
路等、地下に埋設された占用物件について、これらの損壊に起因する道路陥没が多発しており、その対
策が大きな課題となっています。
しかしながら、改正前の道路法では、占用物件の維持管理
について特段の規定が設けられておらず、占用物件に起因
する道路構造の損傷防止については、道路管理者の指導や
道路占用者による自主的な取組に委ねられていました。
このため、今回の改正において、道路占用者は国土交通省
令で定める基準に従い占用物件の維持管理をしなければな
らないことを規定するとともに、道路管理者は、道路占用者
が当該省令で定める基準に従って占用物件の維持管理をし
ていないと認めるときは、当該道路占用者に対し、その是正
のため必要な措置を講ずべきことを命ずることができること
としました。

また、道路占用者が占用物件の維持管理義務を適切に履行していることを道路管理者が確認・把握すること等
が必要となるため、あわせて、道路管理者は、占用許可等の道路法に基づく許可等を受けた者に対して、必要
な報告をさせ、又は、事務所等に立入り、書類等の検査をすることができる旨の規定を設けることとしました。
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平成３０年９月２５日
道 路 局 路 政 課

道路法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令が閣議決定

第１９６回国会で成立した道路法等の一部を改正する法律（以下「法」という。）
により道路法等が改正され、重要物流道路 の創設等の規定が定められたところです。※

本日、これらの規定の施行に関し、法の施行期日を９月３０日に定める政令とその
施行に伴う関係政令の整備を行う政令が閣議決定されました。

※平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流
道路」として指定し、機能強化、重点支援を実施

１．概要

（１）道路法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令
法の施行期日を平成３０年９月３０日とします。

（２）道路法施行令の一部改正関係
①重要物流道路等の道路啓開等の代行関係
国土交通大臣が道路管理者に代わって重要物流道路等の道路啓開等を行う場合に代
行する権限及び必要な技術的読替え等を規定します。

②指定区間内の国道に係る沿道区域の指定の基準関係
指定区間内の国道に係る沿道区域の指定は、落石、土砂の崩壊その他の道路の構造
に損害を及ぼし、又は交通に危険を及ぼす事象が発生するおそれがある区域について
行うこと等を規定します。

（３）道路整備特別措置法施行令の一部改正関係
占用物件の維持管理に係る措置命令の権限等、今般新設する道路管理者の権限を独
立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が代行する場合の技術的読替えを規定し
ます。

（４）道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律施行令の一部改正関係
特定連絡道路 工事施行者の要件として、特定連絡道路の工事に関し適切な工事実※

施計画を有する者であること等を規定します。 ※高速道路から物流施設等に直結する道路

（５）高速自動車国道法施行令の一部改正関係
道路法の改正に伴い、道路法の規定を適用する場合の技術的読替えを規定します。

（６）道路構造令の一部改正関係
セミトレーラ連結車に係る設計車両について、重要物流道路である普通道路におい
ては、高さの諸元を４．１メートル（その他の道路は３．８メートル）とすること等
を規定します。

（７）その他所要の改正

２．今後のスケジュール

公布：平成３０年９月２８日（金） 施行：平成３０年９月３０日（日）

問い合わせ先 国土交通省代表番号：03-5253-8111

国土交通省 道路局路政課 前川、岸本、河野、木村、川合（内線37-333,37-334）

直通：03-5253-8480 FAX：03-5253-1616
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占用物件の維持管理義務化
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

インフラメンテナンス大賞の募集について

平成30年度 第2回

北海道道路メンテナンス会議

9



 

 

 

平成３０年１０月１５日 

総合政策局公共事業企画調整課 

大臣官房公共事業調査室 
 

第３回インフラメンテナンス大賞の公募を開始 
～優れた取組や技術開発を行った皆様からの応募をお待ちしております～ 

 

国土交通省は、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、防衛省とともに 

「第３回インフラメンテナンス大賞」の公募を開始します。 

インフラのメンテナンスに係る優れた効果、実績をあげた取組や技術開発を行った皆様

からの応募をお待ちしております。（締切：１２月１４日） 

 
インフラメンテナンス大賞は、日本国内のインフラのメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表

彰し、ベストプラクティスとして広く紹介することにより、我が国のインフラメンテナンスに関わる事

業者、団体、研究者等の取組を促進し、メンテナンス産業の活性化を図るとともに、インフラメンテナ

ンスの理念の普及を図るため、平成２８年度より国土交通省、 

総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、防衛省が実施 

するものです。 

上記６省庁が所管する施設について、以下の各部門における 

優れた取組や技術開発を行った者に対して、各界の有識者による 

審査を経て、各大臣賞、特別賞、優秀賞を決定します。 
 
 ア メンテナンス実施現場における工夫部門 

 イ メンテナンスを支える活動部門 

 ウ 技術開発部門 
 
 

＜第３回インフラメンテナンス大賞 公募概要＞ ※詳細は、「応募要領」（別添１）をご確認ください。 

１． 応募期間：平成３０年１０月１５日（月）～平成３０年１２月１４日（金）必着 

２． 応募方法：所定の応募書類（別添２）を作成の上、メール又は郵送にて提出 

３． 今後の予定：応募締切後  審査開始 

平成３１年 ５月 受賞者決定 

 平成３１年 夏 表彰式 
 

下記 HP にて、過去の受賞者の取組概要や第３回公募概要をご覧頂けます。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/03activity/03_award.html 

＜参考＞ 

参考資料１ 第２回からの主な改正内容 

参考資料２ 第２回インフラメンテナンス大賞受賞者一覧 

参考資料３ 第３回インフラメンテナンス大賞募集ちらし 
 

○問い合わせ先 

国土交通省総合政策局公共事業企画調整課 佐藤、福田 
TEL：03-5253-8111（内線24543、24544）、03-5253-8912（直通）、FAX：03-5253-1551 

 

 農林水産省 同時発表 

第２回大賞 表彰式（平成 30年 8月 9日） 

(石井国土交通大臣より表彰状授与) 
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主催／国土交通省・総務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・防衛省

第3回
「インフラメンテナンス大賞」
エントリー受付中！

12月14日㊎締切インフラメンテナンスとは
私たちの身の回りにある道路や橋、水道や文教施設
などのインフラは豊かな暮らしや、経済を支えてき
ました。一方、高度成長期に造られたそれらインフラ
は、老朽化の進行が指摘されています。新しい時代
に向けて、インフラをどのように守り使っていくの
か、社会全体で取り組むことが求められています。 第3回インフラメンテナンス大賞詳しくはホームページをご覧ください。
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第2回「インフラメンテナンス大賞」大臣賞受賞案件

総務大臣賞
(株)NTT東日本－南関東

情報通信技術の優れた活用に関する総務大臣賞
松江市上下水道局

厚生労働大臣賞
大成機工(株)

農林水産大臣賞
石川県農林水産部森林管理課

農林水産大臣賞
淡路東浦ため池♡里海交流保全協議会

国土交通大臣賞
青森県

国土交通大臣賞
日本大学大学院工学研究科

国土交通大臣賞
公益財団法人鉄道総合技術研究所

募集要項
趣旨

国民生活やあらゆる社会経済活動は、道路・鉄道・港湾・空港等の
産業基盤や上下水道・公園・学校等の生活基盤、治山治水といった国
土保全のための基盤、その他の国土、都市や農山漁村を形成するイ
ンフラによって支えられています。
これらのインフラの老朽化が今後も進行していく中で、インフラに
よってもたらされる我が国の活力や生活、環境、景観、安全・安心の機
能を維持していくためには、インフラのメンテナンスに国全体で取り
組む必要があります。
この表彰は、我が国の大臣賞にインフラが直面する老朽化やその
対策に必要となる担い手不足の問題に対応して、インフラメンテナ
ンスの現場における工夫やメンテナンスを支える活動、インフラメン
テナンスの効果的・効率的な実施を実現した研究・技術開発の優れ
た成果を収めた取組の関係者を顕彰することで、我が国のインフラ
の機能の維持を目指すものです。

応募期間
平成３０年１０月15日㊊から平成３０年１2月14日㊎

受賞者の発表
受賞者の発表は平成３１年5月を予定しています。受賞者及び受賞
内容については、連絡担当者あてに通知します。
※受賞者に対して表彰式を行います。表彰式等の詳細については追って公表します。

応募方法
ホームページより、所定の応募書類等をダウンロードしてください。
実施要領を確認し、応募書類に必要事項を記入の上、応募専用ア

ドレスに電子メールにて送付いただくとともに、応募様式の紙媒体と
応募様式の電子データを保存した記録メディア（CDまたはDVD）を
送付先まで郵送してください。
　［ホームページ］
http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo03_hh_000200.html
［応募書類の提出先］
第3回インフラメンテナンス大賞事務局（全国地方新聞社連合会事務局内）
・メールアドレス：im-taisho@unei-jimukyoku.jp
・住所：東京都港区東新橋2-4-6 7階

お問合せ先
国土交通省 総合政策局公共事業企画調整課 
インフラメンテナンス大賞担当
・メールアドレス：hqt-maintenance-taisho@ml.mlit.go.jp

受賞案件
○総務大臣賞、文部科学大臣賞、厚生労働大臣賞、農林水産大臣賞、
　国土交通大臣賞、防衛大臣賞（原則各省別の部門ごとに１件、計18件）
○情報通信技術の優れた活用に関する総務大臣賞（1件）
○特別賞（6件以内）
○優秀賞（特別賞と合わせて最大24件程度）

表彰の対象
以下のア～ウの３つの部門において、日本国内のインフラメンテ

ナンスに係る優れた効果・実績を挙げた取組や技術開発を行った者
（個人及び施設管理者・企業・団体等の活動グループ）
　
ア メンテナンス実施現場における工夫部門

施設管理者が管理するインフラについて、当該施設管理者自
ら又は委任、委託等を受けた企業、団体等が行うメンテナンス活
動における工夫（ウに該当するものを除く）

　
イ メンテナンスを支える活動部門

アの取組以外で、市民活動や人材育成等のインフラ機能の維
持に貢献するために行う活動（ウに該当するものを除く）

　
ウ 技術開発部門

調査・計測手法、計画・設計手法、施工技術、施工システム、維
持管理手法（点検・診断技術、モニタリング技術を含む）、材料・製
品、機械、維持管理データ管理におけるインフラメンテナンスを
効果的・効率的に改善する研究・技術開発
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